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謹賀新年謹賀新年謹賀新年謹賀新年    

年頭に際し、益々のご発展をお祈り申し上げます。 

本年もあらゆる角度から皆様のお役に立てますよう努める所存でございます。 

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

記念品として支給する金品の税務記念品として支給する金品の税務記念品として支給する金品の税務記念品として支給する金品の税務上の取り扱い上の取り扱い上の取り扱い上の取り扱い        《税務》《税務》《税務》《税務》    

 創業何周年などの区切りを記念して、会社が従業員に対して記

念品などを支給することは、一般的に行われているものであるこ

とから、この記念品などが、次のいずれにも該当する場合には、

課税しなくてよいこととされています。 

① その支給する記念品が社会通念上記念品としてふさわしいも

のであり、かつ、そのものの価額（処分見込価額により評価し

た金額）が１万円以下のものであること 

② 創業記念のように一定期間ごとに到来する記念に際し支給す

る記念品については、創業後相当な期間（おおむね 5 年以上

の期間）ごとに支給されるものであること 

 ただし、この取り扱いを受けるのは記念品に掛かる経済的利益

に限られており、記念品に代えて支給する金銭については、給与

等として取り扱われることとなっています。 

 したがって、商品券の支給は金銭による支給と異なりませんの

で、課税しない経済的利益には該当せず、給与等として課税され

ることになります。 

 

経営一言経営一言経営一言経営一言：「このまま進めばいい。来るものが来たら、そのときのことだ。」      （ヘミングウェイ・「老人と海」より） 

－所長コメント：志を立て、それに向かって実行すること。ことを起こせば、内に外に必ず抵抗はあります。それを一つ一つ気にしたら前に

進まない。－ 

マンションの修繕積立金の取扱マンションの修繕積立金の取扱マンションの修繕積立金の取扱マンションの修繕積立金の取扱                《税務》《税務》《税務》《税務》    

 修繕積立金は、マンションの共用部分について行う将来の大規

模修繕などの費用の額に充てられるために長期間にわたって計

画的に積み立てられるものであり、実際に修繕などが行われて

いない限りにおいては、具体的な給付をすべき原因となる事実

が発生していないことから、原則的には、管理組合への支払期

日の属する年分の必要経費には算入されず、実際に修繕などが

行われ、その費用の額に充てられた部分の金額について、その

修繕などが完了した日の属する年分の必要経費に算入されるこ

とになります。しかしながら、一般的には、修繕積立金の納付が

義務的であることや管理組合が解散しない限り返還されないこと

もあって、次の①から④のいずれの要件も満たす場合には、支

払期日の属する年分の必要経費に算入することが認められてい

ます。 

①区分所有者に修繕積立金の支払義務があること 

②修繕積立金が区分所有者へ返還されないものであること 

③修繕積立金が、将来の修繕などのためにのみ使用され、他へ

流用されるものでないこと 

④修繕積立金の額が、長期修繕計画に基づき各区分所有者の

共有持分に応じて、合理的な方法により算出されていること 

 上記の要件をすべて満たしていれば、その年の必要経費に算

入して差し支えありません。 

会社が必要な登記や決算公告を怠るとどうなりますか？会社が必要な登記や決算公告を怠るとどうなりますか？会社が必要な登記や決算公告を怠るとどうなりますか？会社が必要な登記や決算公告を怠るとどうなりますか？    

《経営》《経営》《経営》《経営》    

会社法第 976 条（過料に処すべき行為）で 100 万円以下の罰

金を受けることとなります。登記の場合を例にとりますと、登記す

べき事由が発生しますと原則してその時から本店所在地の法務

局へ 2 週間以内に手続きをすることとなります。手続きが遅れた

場合でも、すぐに罰金を科されるわけではなく、登記手続きが遅

れていることを知った登記官から裁判所へその旨の通知された

場合によります。 

これによりますと、登記官から裁判官へ通知されなければ、過

料に処せられることは無いことになります・・・。 

その通知を受けた裁判官から、会社の代表者個人へ通知され

ることとなります。 

刑事罰ではなく、行政罰であるため、代表者に前科はつきませ

んが、この罰金は、会社の経費（損金）とすることはできないた

め、注意が必要です。金額も 100 万円以下の罰金と規定されてい

るため、１万円の場合もあれば 10 万円の場合もあるかと思いま

す。決算公告の場合は、定時株主総会承認後遅滞なく公告をし

なければなりません。 

 

将来に余財を残す倹約経営将来に余財を残す倹約経営将来に余財を残す倹約経営将来に余財を残す倹約経営        《経営》《経営》《経営》《経営》    

 居酒屋に居た時、隣のテーブルに居た中小企業経営者らしき

人がこんな会話をしていました。「今度、経費に出来る交際費の

枠が広がって、使った方が税金の得になるそうです。枠を気にし

なくて良いから助かるよ」。企業経営は「勤勉」によって収益を上

げ、それに見合った支出（仕入や経費）を「倹約」しながら実行す

ることです。最終的には収益から支出を控除した「将来への余

財」をいかに多く残せるかの勝負となります。この実現は定期的

に各種計画を作り、その計画に沿って倹約しながら進めることに

よります。ところが、企業の相当数は事前に計画を作らず、数値

目標も無ければ結果の評価基準も無いところが珍しくありませ

ん。 

 このような企業の収益は全て成り行き任せであり、勤勉に働くと

いっても目標が定まっていないので社員の努力指標はまちまちと

なります。普通、人は目標や期限が無い物に達成意欲や生きが

いを持たないものです。単に税金が安くなるから交際費（経費）を

倹約しないというような使い方は、やがて人件費や家賃等の経費

を賄えなくなって採算性を悪化させます。当たり前の現象ですが、

収益や支出に目標を設定して計画を作って勤勉に働き、計画に

沿ってやりくりしながら支出することが、「将来に余財を残す勝者

の倹約経営」です。 


